
申請書
又は
協議書

居宅支援
計画書

支援経過
表（※）

主治医の
所見等

その他の提出物 根拠等 有効期間

1 住宅改修申請 ○ × × ×
・住宅改修が必要な理由書
・工事前の写真　・見積書
・見取図（複数工事の場合）

・介護保険法45条
・介護保険法57条他

－

2 特定福祉用具の購入に係る申請 ○ × × ×
・福祉用具利用計画表
・品目の詳細が分かる資料

・介護保険法44条
・介護保険法56条他

－

3
同居家族がいる場合の生活援助（生活
援助中心型）の提供に係る協議書

○ ○ ○ ×
・同居家族が支援できない
理由書等　（必要に応じて）

・介護保険法規則第5条
・老企第36号
・老計第10号他
・町取扱い基準

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

4
院内で提供される身体介護に係る協議
書（通院介助）

○ ○ ○ ×
・医療機関との調整結果が示
されたもの（ケアプラン等への
位置づけも可）

・老企第36号
・老振発第0508001号
・老計第10号他

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

5
通院等乗降介助における家族等の同
乗の取り扱いに係る協議書

○ ○ ○ ×
・老企第36号
・老振発第0508001号
・老計第10号他

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

6
二人の訪問介護員等により訪問介護を
提供する場合の協議書

○ ○ ○ ×
・厚生省告示第19号
・厚生省告示第23号他

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

7
親族による訪問介護を提供する場合の
協議書（著しい介護抵抗等ある場合）

○ ○ ○ ×

・医師の意見等、サービス提供が
必要であることが示されたもの
（ケアプラン等への位置づけも
可）

・指定居宅サービス等の事業の人
員、設備及び運営に関する基準
・訪問介護サービス介護報酬解釈の
手引き（奈良県）

一定期間及び居宅支援計
画の見直し時

8
軽度者に対する福祉用具貸与の対象
外種目に係る例外給付認定申請書

○ ○ ○ ○
・医師の所見は、医師の意見
等が示されたもので代替可能

・厚生省告示第23号
・老企第36号他

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

9
短期入所サービス利用限度日数超過
理由書（連続利用30日を越える場合、
認定期限の半数を超える場合）

○ ○ ○ × －
・指定居宅介護支援等の事業の人員
及び運営に関する基準

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

#
福祉用具の同一品目を貸与する場合
の協議書

○ 〇 〇 × －
・介護保険法41条の２
・介護保険法施行規則70条の2を準
用

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

#
総合事業対象者で要支援２相当の上
限（サービス）を提供する場合の協議
書

○ 〇 〇 ×
・調査員による認定調査を実
施します。

大淀町介護予防・日常生活支援サー
ビス事業実施要綱

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

#
訪問リハビリテーションと通所リハビリ
テーションの併用利用

〇 〇 〇 × －
・厚生省告示第19号
・老企第36号

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

#
訪問型サービス（Ａ２）要支援１及び要
支援１相当の事業対象者の方の週３回
程度の利用

〇 〇 〇 × －
・介護予防・日常生活支援総合事業
（訪問型サービス）の上限を国が規定

介護認定有効期間及び居
宅支援計画の見直し時

上記以外で介護保険サービスの提供の判断が難しいケースにつきましては、都度、福祉介護課へご相談ください。

介護保険サービスの提供にかかる事前協議（届出）が必要となるサービス(※最終更新：令和7年9月)

(※)支援経過表は、協議に至った経緯がわかる箇所とする。または、協議に至った経緯がわかるサービス担当者会議禄でも可とする。

注１）③以降の事前協議案件は、個々の事情に応じた判断となります。（必要に応じ利用者との面談等を実施します。）なお、当該協議は、居宅支援計画書において、適正に位置づけられているかを確認するものです。

注２）緊急を要する場合は、事後申請を可とします。ただし、電話等にて事前連絡が必要となります。また、協議にかかる有効期限が終了した後において、同様のサービス提供が必要な場合、改めて協議が必要となります。

協議案件名

提出物等


